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Ⅰ．はじめに
　人間は社会的な動物であるといわれる．確かに，
人は血縁などの繋がりのある人たちと家庭をつく
り，その家庭を単位として社会と関わりをもち生活
している．すなわち大人になれば，社会の中で働い
て社会の維持・発展に関わり，その労働に対する報
酬，及び教育，福祉などの有形・無形の恩恵を蒙り
ながら生を営み，今日のような組織だった人間社会
を作ってきた．
　ところで，人間をも含めた動植物は生きるために，
外界から栄養となる物質（動物では食品）を体内へ
取り込み，生命の維持を図っているのであるが，人
間のみは食品に手を加えて，それを安全で，しかも
嗜好的に好ましいものに作り変えて体内に摂取する
という食行動をとる．従って，そのような食行動は
人間の人間たる由縁の行動といってもよいだろう．
その行動を外れたら，人間の心と体の健やかな発達
が望めるであろうか．
　近年，人間の食行動において，また「食」を取り
巻く環境において，“食が人間にとって危ない”と
警告されている1)．そのため，「食」を通して人間
の健全な発達を目指す「食育」ということが，見直
されて来たのも納得させられる．
　本稿では，「食」と人間の発達との関わりについて，
現代の食生活の現状を踏まえて，そこにおける問題
点を把握し，そのことに対する「食育」のねらいと
食育を推進するための運動について，どのように考
え，どのように取り組んで行ったらよいのかを探っ
てみた．このような「食」教育から人間発達へアプ
ローチする試みが，将来の人間社会の発展へ繋がっ
て行くことを望みたいものである．
Ⅱ．「食」と人間社会
　日本は戦後の困窮生活から抜け出し，昭和30年半
ば頃から高度経済成長により未曾有の経済復興を遂
げて，今日にみるような物質的に非常に豊かな生活
を享受できるようになった．「食」においても，例にも
れず，諸外国から多種類・多量の食料が輸入される
ようになり，平成９年のカロリー換算自給率は41％
と食料の大半を輸入に頼ることになり，従って今日
の豊かな食生活は海外の食・飼料輸出国に依存し
ているといっても過言ではない状況となって来た2)．
それにもかかわらず，大人も子どもも好きなものを
好きなだけ食べて，余ったものは躊躇なく捨ててし
まうという飽食の食生活に慣らされて来ているよう
である．
　一方では，近年，イタリアからスローフードとい
う食文化運動がはじまり，世界に広まりつつあり3)，
また，日本においても，地産地消とかいう運動が起
こって来ている．それらの運動は地元で生産した食
材をゆっくりと楽しもうという運動であって，20世
紀後半から全盛を極めたファーストフードとは対極
の考えから生まれてきた運動である．
　このⅡ章では，近年の日本における「食」の現状を，
国民栄養調査と，我が富山県下の中学生に対する食
生活状況のアンケート調査とにより調べ考察した． 
（１）近年の日本における食生活状況
　日本人の平均寿命は敗戦直後には，男女ともに50
歳代であったが，平成10年頃には，男性は75歳を越え，
女性は85歳近くとなり，世界一の長寿国となってき
た．それは医療の発達とともに，日本人の食生活が
諸外国に比べて，いわゆる日本型食生活といわれて
いるように優れたところがあるためと考えられる．
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その一つは，エネルギーの栄養素別摂取比率のバラ
ンスがよく，糖質，脂質，たんぱく質の摂取構成比
（PFC比率）において理想的であるということである．
そのことに関して，戦後（昭和21年）から近年（平
成14年）に至るまでのPFC比率（P：たんぱく質，F：
脂質，C：糖質）のデータを平成８年と平成14の国
民栄養調査の報告4), 5) より抜粋し，図１に示した．
この図より，昭和21年，食料が極度に不足し，全摂
取エネルギーは一日，一人当たり約1,500kcal弱の
飢餓状態にあった時，糖質は全エネルギーの約80％
も占めるような開発途上国型様の食生活であり，昭
和30年ごろまで続いた2)．しかし昭和35年過ぎから
日本経済の発展に伴い，全摂取エネルギーは2,200
（kcal ／人／日)程までになり基本的な食料が充足
されてきた．昭和40年頃より，これまでの食生活に
簡便性志向と加工食品の増加などが加わり，食生活
の合理化が進んだ．その昭和40年頃から60年頃まで
はPFC比率において， FAO（食料・農業機関）が推
奨する範囲（P 12％～,C 57～68％ ,F 20～30％）
にあって，３つの栄養素の摂取比率は非常にバラン
スがとれたものであった．中でも昭和50年頃～昭和
60年頃は，一日一人当たり総エネルギーは平均して
2,000～2,100kcal程で，たんぱく質約15％，脂質22
～25％弱，糖質60～63％であって，その比率は理想
型に近く，いわゆる日本型食生活として特徴付けら
れた2)．しかし平成の時代に入ると，日本経済はバ
ブル期に入り，諸外国から多量の物質や食料が輸入
されるようになり，若い人を中心に洋風の食事をす
る人が多くなってきた．図１より，平成２～12年の
頃，脂質の比率が増加し，30％に近づいてきている
ことが分かる．このことについて，欧米先進国のア
メリカやヨーロッパの国々では，全摂取エネルギー
は3,000～3,500（kcal ／人／日)と非常に高カロリー
であり，そのような場合，脂質摂取比率としては
30％～35％ 程に高くするのもやむを得ない．実際
には，脂質の比率が40～45％もの高率であり，こ
れから脂質摂取量（ｇ）を算出すると80～100ｇも
の量となる6)．それに対し，日本では，全摂取エネ
ルギー量を約2,000～2,500（kcall ／人／日)であり，
脂質摂取比率を25％ とすると，脂質摂取量（ｇ）
は一日一人当たり45～70ｇと計算される．実際に，
日本人の脂質摂取量（ｇ）の 平均は，昭和50（1975）
年から，平成14 (2002）年までは，一人一日当た
り平均60ｇ以内となっていて4)，量的には問題はな
かった．しかしこの国民栄養調査のデータはあくま
でも日本人１人当たりの平均値であって，一人一人
の値ではないこと，及び脂質の栄養を評価する場合
には，量とともに，その質にも注意しなければならな
い．脂質の質については，それの構成成分の脂肪酸
のバランスが大切であり，飽和脂肪酸（S），一価不
飽和脂肪酸（M），多価不飽和脂肪酸（P）の摂取比
率として，S：M：Pは３：４：３が望ましいとされ
ている7)．
　日本人の脂質摂取においては，食事の洋風に伴い，
畜肉類を摂取することが増えてきたので，その脂質
の質としては飽和脂肪酸（S）を構成成分とする（中
性）脂肪の割合が高くなり，体にとっては血管障害
になり易い食事となってきた．しかも運動量が以前
に比べ少なくなり，夜ふかし型の人が増加してきた．
そのような食状況が重なり，近年，食習慣などが関
係する心臓病，高血圧や肝臓病，糖尿病などの生活
習慣病が増加してきた.それらの病気のそれぞれの
症状が軽くても，それらが重なると危険度を増し，
動脈硬化の発生頻度が極めて高くなり，脳や心臓の
血管障害を引き起こし易くなることが分かってきた．
そのような症状をメタボリックシンドローム（内臓
脂肪症候群）と言って，近年，出されてきた概念で
ある8)．その背景として，それは内臓に体脂肪が過
剰に蓄積した内臓脂肪型肥満でよく起こることが分
かってきた．つまり，過剰に蓄積した内臓脂肪から
いろいろな生理活性物質が分泌され，特にインスリ
図１. エネルギーの栄養素別摂取構成比の年次推移
資料：平成８年と14年の国民栄養調査より
＊,昭和21～昭和45年の供給熱量は木村進（2000）2) より
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ン抵抗性物質の分泌により，より一層，糖尿病，高
脂血症，高血圧の症状が進み易くなると説明されて
いる8), 9), 10)．内臓に脂肪が蓄積する原因は食事内
容にあることは当然のことであるが，その他に，加齢，
性（男性は女性よりも容易であること），運動不足，
ストレスや喫煙・アルコールなどが加わると更に内
臓脂肪型肥満になりやすくなるとのことである9)．
　ところで，肥満には内臓脂肪型の他に，皮下脂肪
型があり，肥満の判定基準として，現在国際間で学
問的に広く使われていのはBMI（Body Mass Index）
である．それは体重（㎏）を身長の二乗（ｍ）2で除し
て求められ，その体格指数は体脂肪との相関は高い
とされる10)．そこでそのBMI を用いて，日本人の肥
満者の年代別割合の年次推移を，国民栄養調査の結
果11) により調べたのが図２である．BMIの標準が22
であり，この調査ではBMI 25以上を肥満者として
いる．これより平成14年度における肥満者は，男
性では，30～69歳で，各年代の人々の約30％もいて，
20年前（昭和57年）に比べ約1.5倍の増加であった．
このことは30代以上の働き盛りの男性において，メ
タボリックシンドロームのリスク・ファクターが非
常に増してきたことを示しているようであった．そ
れに対し，女性の肥満者は，60歳～70歳以上の老年
になってから各年代の人々の約30％強となり，20年
前よりも増加していたが，30～59歳の働き盛りの女
性では，むしろ次第に減少していた． 
　子どもについては，近年の日本の食生活において，
食環境，及び子どもや家庭の生活の変化のために，
その食生活では，栄養バランスの欠けた食事や三食
をきちんと摂らない子ども，食事におけるマナーも
身に付いていない子どもが増えてきた．しかも家族
間の会話も少なく，人間としてのふれ合いに乏しい
といわれている．そのために，以前に比べて小児期
からのメタボリックシンドロームの危険性が増して
きたと大田は述べている12)．そのことを裏付けるよ
うに，近年，肥満症の子どもが学校保健統計資料か
らみるとかなり増加傾向にあり，1997年では中学生
で８～10％にもなるようである13), 14)．
（２）富山県下の中学生の食生活の概況－４校の生
徒の実態より－
　平成11年に本県下の４中学校の１，２年生，男子
477人，女子478人を対象に食生活状況のアンケート
調査を行った15)．表１は，対象中学生の身長と体重
とからBMIを算出した結果である．
　BMIの平均は，男子18.8 (標準偏差2.5），女子
18.7 (標準偏差4.7）で，それらの平均値は成人に
比べて低く過ぎるが，しかし中学生の段階は体重に
比べ身長が急速に伸びる時期であるため，これ位の
図２．肥満者の割合の年次推移
　　　　　　肥満者：BMI≧25
資料：平成14年国民栄養調査結果より
表１. 中学生男女の肥満・痩せの状況
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低い値になると思われる．ただこの中に肥満児がい
るかどうかが問題である．それをみるために，BMI
の分布状態を５段階10), 16) に分け，普通（BMIの標
準22から±10％の範囲の19.8以上～24.2未満）より
もBMI値の高い“過体重”と“肥満”とを表に示し
たようなBMIの値とした．男子は“過体重”11人，“肥
満”５人，合わせて，16人 (3.3％）であり，女子は，
それぞれ６人と３人で合わせて９人（1.9％）であっ
た．それら肥満度の高い生徒の人数は僅かではあっ
たが，しかし一人もいなかったわけではなく，その
ような生徒が前述，メタボリックシンドロームのリ
スク・ファクターをもっていると考えられる．
　食生活や食習慣の乱れをキャッチする指標の一つ
として，先ず朝起きてからの「朝食の摂取」があげ
られる．それは食物を体内へ摂り入れるということ
だけでなく，脳の活動ホルモンの分泌や自律神経系
の働きも目覚めて，身体全体の活動の始まりとな
るので，体にとって非常に重要なことである17), 18)．
そこで「朝食を食べるか」について調査し，図３
に示した．その結果より，“毎日食べる”は，男子
81.3％，女子79.9％であり，それに対し“食べない”
は男女ともに２～３％ であった．
　日本学校保健会の中学生の朝食欠食率のデータ
（平成５年，中学生4,636人）より14)，“いつも食べ
る”は70.4％， “食べる方が多い”は16.1％ で，“食
べない方が多い”は10.3％，“いつも食べない”は
2.3％ であった．これと富山県の中学生とを比べる
と，ほぼ同じで朝食欠食者はどちらの調査でも２～
３％の僅かであった．
　 「朝食の摂食」の状況との関連をみるため，「夜
食やお菓子を食べるか」についても調査し，その結
果を図４に示した．これより，「夜食やお菓子を食
べるか」は朝食摂取とは逆に，“食べない”の人数
が多ければよいだが，それは男女ともに約20％の割
合であった．それに対し“毎日食べる”も男女とも
に約20％であった．その他に，食物摂取の状況とし
て「食物の偏食はあるか」と「食欲はあるか」との
２項目，家族との繋がりの状況として「朝食は家族
と食べるか」，「夕食は家族と食べるか」，「食事中に
会話はあるか」の３項目についても取り上げ，表２
に示した．これより，これらの項目中，男女間に有
意な差がみられた項目は，「偏食」と「会話」の２
項目であり，それらでは，偏食が“多い”も，食事
中の会話は“ある”も，女子の割合が男子よりも高
かった．
　次に，それらの図３と図４，及び表２の項目につ
いて，相互の関連をみるために，各項目（質問項目）
における３つの回答（カテゴリー）に対して，評価
の高い方から，３，２，１の評点を与えて数量に転換
して，７項目間の相関行列を算出した．その結果よ
り，図３の「朝食を食べるか」と図４の「夜食やお
菓子を食べるか」との相関，及び図３と図４の項目
それぞれと表２の各項目との相関について一覧にし
たのが表３である．これより「朝食を食べるか」と
図３.朝食の摂食状況
（男子ｎ＝477，女子ｎ＝478）
図４.夜食・お菓子の摂食状況
（男子ｎ＝477，女子ｎ＝478）
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「夜食やお菓子を食べるか」の項目間に相関は全く
見られなかった．そのことは当然のことともいえる
が，統計的にも確認された．一方，「朝食を食べるか」
の項目は表２のほとんどの項目と有意な順相関を示
した．それに対し「夜食やお菓子を食べるか」の項
目は表２のほんどの項目とは全く順相関せず，「食
事中の会話」の項目とは，女子では逆相関で有意水
準にあった．
　以上のことから“朝食を毎日食べる”とした人は，
“食欲がある”や，“朝食や夕食は家族と一緒に食
べる”とした人が多く，しかも“食事中に会話がある”
とした人も多く，関連性があることが示された．そ
れに対し，“夜食やお菓子を毎日食べる”とした人は，
家族との繋がりが疎遠であるとの結果であった．
この調査結果からも，食物の摂取の仕方が身体の
健康に関わることは当然のことであるのだが，そ
のこと以外にも家族との人間関係や，人とのコミュ
ニケーションにも非常に関連が強いことが示された．
これは，「食」を通じて体の健康に加えて，心の健康，
及び社会性をも育成するという「食育」における目
的の実証の一つと捉えることができる．
Ⅲ. 食育基本法にみる「食育」のねらいと　
食育の推進
（１）「食育」のねらい
　食育基本法は2005（平成５）年６月17日に公布さ
れ，同年７月15日に施行された．この法律の制定に
至るまでに，2000年前後から「食育」に関して，国
レベル，県及び市町村レベルでいろいろな取り組み
がなされて来ている．そのことを足立ら19)の「食育」
に関する総説より，行政等で公表されている国レベ
ルでの取り組みについて，表４－１に省庁関連の審
議会・委員会等と年度とのリストを，また表４－２
には，それらの会議の定義・指針の中から，「食育
基本法」20) に生かされていると考えられる内容の
ものを記載した．
　1997（平成９）年に文科省関連の保健体育審議会
より，児童生徒を対象に「食」に関して，“栄養バ
ランスのとれた食生活や適切な衛生管理が実践され
るように指導する”と報告され，これは「食育」の
先駆けであった．
　翌々年の1999 (平成11）年に厚労省関連の食育推
進，啓発事業委員会より，子どもを対象とした食育
の定義を“食べることの意味を理解し，自立的に食
生活を営む力を育てること，それを実現しやすい環
境づくり，それらを支援するネットワークづくり”
とし，教育的なアプローチとともに，環境づくりと
ネットワークづくりの必要が提言された．
　2001年の農水省関連から出された食生活指針ガイ
ド，また2003年の 文科省関連の中央教育審議会ス
ポーツ・青少年分科会より出された「食育」のテク
ニカルターム等により「食育」とは何かといことが
明確になって来た．
　2003年の農林・水産省関連の食料・農業・農村
白書においては，“食に関する適切な判断力を養い，
表２. 中学生の食生活状況ぶ対する意識調査
表３. 朝食の摂取、および夜食・お菓子の摂取と
　　　他項目間との相関
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生涯にわたって健全な食生活を実現することにより，
国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資する
「食育」の推進が重要である”と示された．これは
「食育基本法」20) に取り入れられ，「食育」の核と
なる概念であるといえる．
　2004年の文科省の中央教育審議会より，“食に関
する自己管理能力の育成を通じて生活習慣病の危険
性の低下”，及び“子どもに対する食に関する指導
を充実し，望ましい食習慣の形成を促すことは重要
である”等が出された．
　その報告書で用いられている“食に関する自己
管理能力”とは，表４‒２の№２より“自立的に食
生活を営む力”，№４よりの“体にいい食べ物を選
ぶ目を育てる”，№７よりの“自分で自分の食とい
うものをコントロールできるようにすること” 及び
№10よりの“食を営む力”等と同義の内容である．
また“生活習慣病の危険性の低下”，とか“望まし
い食習慣の形成”とは，前述Ⅱの（１）の項で採り
上げたメタボリックシンドロームとの関わりからで
あると考えられる．
　これらの「食育」の取り組みは，2002年からの経
済財政諮問会議による経済財政運営と構造改革に関
する基本方針の一つとして位置づけられ，国政にお
ける構造改革の一環となってきたことが，表４‒１
より分かる
　以上のような諸機関のこれまでの取り組みを踏ま
えて，遂に，2004年に自民・食育調査会より，食育
基本法案が提出された．その内容は表４‒２の№８
の“国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資
する「食育」”という指針に加えて，№４の“ここ
ろを育てる教育”，つまり“食生活が，自然の恩恵
に成り立っていることなどに対する感謝の念や理解
が深まる「心」を育てる”の指針が入れられた．そ
の法案を基に，その翌年，「食育基本法」20) の制定
に至った．
「食育基本法」の前文より，「食育」の理念と考え
表４‒１.「食育」の国レベルでの取り組みリスト 表４‒２.「食育」に関する定義・指針
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られる箇所を抜粋して表５に示した21)．これより，
「食育」の目的としては，“二十一世紀におけるわ
が国の発展のために”という大前提のもとに，「食育」
の理念とするところを国民運動として取り組んでい
くこととされた．
　 「食育基本法」では第一条（目的），第二条（国
民の心身の健康の増進と豊かな人間形成），及び第
三条（食に関する感謝の念と理解）第四条（食育推
進運動の展開）が掲げられている．
（２）健やかな人間の発達に向けて食育推進
　近年の我が国における食状況については，現代人
は食環境の変化と食情報の氾濫 により，“食のリテ
ラシー”，つまり「食」の基本を理解して，自立的
で豊かな食生活を営む力，さらには食文化を継承
し，発展につなげ得る力が低下していると大村は述
べている22)．そのためにも，表５ に示されたように，
健全な食生活を実践するために，家庭，学校，保育
所，地域等を中心に，国民運動として，「食育」の
推進に取り組んでいくことが，我々に課せられた課
題である．
　学校においては，「食」に関する指導を充実する
観点から，中央教育審議会の答申に基づいて，「栄
養教諭」の制度が「食育基本法」の制定に先立ち，
平成17年４月に発足した3), 21)．
　その前の平成13年に，戸田らは全国小中学校あわ
せて，全国900校の学校栄養職員に対する食教育に
関する調査を行い23)，学校における「食」の取り組
みの現状を調べた．それによると，食教育を行って
いる学校は，小学校86.4％，中学校68.5％で，その
うち食教育に非常に積極的に取り組んでいる学校は，
小学校8.6％，中学校5.7％で非常に少なく，多くの学
校は積極的でないけれども，協力的であるとのこと
であった．
　この度，新たに置かれた学校での栄養教諭の仕事
内容は，食に関する指導と学校給食の管理を一体の
ものとして担い，個別指導や集団指導のほか食に関
する指導のコーディネーターとして，食指導の全体
計画を策定することなどにも参加することや，学級
のホームルーム及び総合学習で食指導も行うなどで
あり3)，これまでの栄養職員に比べて，食教育にお
けるリーダとして活躍することが求められるように
なった．しかし「食育」の推進のためには，栄養教
諭を学校に配置するだけでなく，学校側の姿勢が大
いに関係してくるということである21)．そのことは，
表４‒２の№２に示した指針より，“「食育」は一人
一人が食生活を自立的に営む力を育てることであり，
そのため環境づくり，ネットワークづくり”と示さ
れていることから分かる．
　学校においては「食育」は知育，徳育，体育の基
礎となるべきものとして位置付けられ，「食育推進
基本計画」24)に従って滑り出した．その基本計画では，
食育推進のための目標が設定されているが，表６に
平成22年度の目標値の一部を記載した．
表５.食育基本法の理念
表６.食育推進の目標値（平成22年度）
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　その中では，前述した朝食欠食率や，学校給食に
おける地場産物を使用する割合，メタボリックシン
ドロームを認知している人の割合を明記してあるほ
かに，「食育」に関心をもっている人の割合や食品
の安全性に関する基礎的な知識を持っている人の割
合などが，具体的に示されている．
　 「食育」は子ども達だけでなく，国民全体が対象
とされる．それ故に，学校における「食」に関する
指導と並行して，家庭での食生活も非常に大切であ
る．何故なら，家庭における「食」は，家族全員の
心身の健康に直接に関係し，また子ども達に「食」
に関する実体験をさせる場となり得るからである．
そのように，食育運動が学校や家庭を中心に国の全
体において，これからの未来を担う子ども達の心と
体の健全な発達に，また国民の健康増進に貢献して
行くことが望まれる．
Ⅳ．おわりに
　今，なぜ「食育」なのかを，近年の日本における
食生活状況について，国民栄養調査および中学生に
対する調査から探り，その上で，「食育基本法」及
び「食育推進基本計画」をもとに，その理念や目的，
食育推進の目標を分析し，人間の発達における「食
育」の意義を考察した．
　１）近年の我が国の食生活では，エネルギーの栄
養素別摂取比率（PFC率）は国民全体の平均値とし
てはよいが，個々人の値ではないことを認識しなけ
ればならない．その例として，男子の30～60代の働
き盛りの年代で，肥満者は20年前に比べて，1.5倍
に増加していること，及び近年，糖尿病や高脂血症，
高血圧などの生活習慣病が増加していることなどか
ら，それらの病気が重なったことによるメタボリッ
クシンドロームが懸念されるようになって来た．
　２）県下の中学生の食生活の調査により，「朝食
の摂取」は「家族との共食」や「食事中の会話」な
どの項目とは有意に順相関し，家族の繋がりの関連
性が強いことを示したが，「朝食の摂取」と対極に
あると思われる「夜食・お菓子の摂取」は，家族の
繋がりの項目との相関はほとんど無く，このことよ
り，食生活のあり方が家族間の繋がり，及び人と人
との触れあいに大きく影響することが示唆された．
　３）「食育」のねらいは，子ども達が生きる力を
育み，また国民が生涯にわたって心身ともに健康に，
生き生きと暮らすことである．
　そのためには，“食に関する自己管理能力の育成”
が大切であるとされ，「食育基本法」の制定に至った． 
　４）人間発達が活力ある社会の発展に寄与するも
のであり，そのために，現在，それを可能ならしめ
る鍵の一つが「食育」にあると考えられた．
　それを推進するために，「食育推進基本計画」が
策定され，国，地方公共団体などの行政からの支援
のもと，学校，保育所，家庭，地域などにおいて，
積極的に食育運動が展開されることになった．
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